
2021年⽬標 財務理論_上級 12_⼯事契約

概念セット数 2
②P221(2)なお書きについて

設例
当期の⼯事進捗度(当期が初年度)

原価⽐例法→400/1000(40％)
施⼯⾯積⽐率→30％

完成⼯事⾼  1200

＜期中＞
読み⽅、理解の仕⽅のポイント 未成⽀出 400 買掛⾦ 400

⼯事契約の会計基準は、収益認識会計基準の本適⽤に伴い廃⽌されます。
消えゆくことが約束されている基準の、受験上の対応としては、収益認識会計基準と違う点が ＜決算＞
ポイントでしょう。 原価⽐例法の場合
とはいえ、細かい点が違うだけです。短答対策上⼤事かな、と思います。

完⼯未収 480 完⼯⾼ 480
②P219※12 原価回収基準の取扱い→⼯事契約基準× 収益認識基準△ (進捗度40%に応じて売上計上)
⼯事進捗度の⾒積り⽅法→⼯事契約基準より収益認識基準のほうが書き⽅が幅広い ⼯事原価 400 未成⽀出 400

(進捗度40%に応じて原価計上)

基準の必要性☆☆②P218 この基準ができるまでは⼯事完成基準と⼯事進⾏基準が選択適⽤できたので、企業間⽐較可能性が →結果、未成⼯事⽀出⾦はゼロ
損なわれていた。これを⼿当てするための基準だ、という点を押さえる。

「成果の確実性」②P219 この⾔葉の枕詞は「⼯事の進⾏途上における、⼯事の進捗部分についての」です。（⻑い） 施⼯⾯積⽐率を進捗度とする場合
かみ砕いて⾔うなら、「今まで⼯事した部分について、ちゃんとお⾦がもらえそう」ということです。
「⼯事進捗部分に成果の確実性が認められれば進⾏基準を使え、そうでなければ完成基準をつかえ」 完⼯未収 360 完⼯⾼ 360
と決められているので、選択適⽤とされていたのと⽐べ⽐較可能性が担保されている、という理解が⼤事。 (進捗度30%に応じて売上計上)

⼯事原価 300 未成⽀出 300
⼯事契約に係る認識基準の考え⽅ 概念フレームワークの認識基準「投資のリスクからの解放」に基づいていることを確認。 (進捗度30%に応じて原価計上)
②P220 また、⼯事進⾏基準により認識された、完成前の収益に対応する「請求権ぽいもの」が、

法的には請求権ではない(⼯事契約の義務を果たし切ったわけではないから)けれど、会計的には →結果、未成⼯事⽀出⾦は100
請求権のようなものだ、と位置付けられているのが、収益認識会計基準の理解の上で⼤事。

これが発⽣した⼯事原価のうち、
⼯事損失引当⾦の設定論拠☆☆★★ 実は減損基準と同じく「投資額が回収できないときに将来に損失を繰延べないための」処理である点を 未だ損益計算書に計上されていない
②P222 押さえる。 部分

引当⾦設定のよ4要件との関係☆☆★★ 特定の⼯事契約から発⽣が⾒込まれる損失が4要件のうち2つは⾃動的に満たしており
②P222 (①将来の特定の損失、②当期以前の事象に起因)

残り2つが満たされるなら引当⾦設定をしなければならない、という理屈である点を確認。
(③発⽣の可能性が⾼い、④⾦額を合理的に⾒積り可能)

16 財務会計の概念フレームワーク
17 会計⽅針の開⽰、会計上の変更及び誤謬の訂正
18 ⾦融商品会計
19 連結会計
20 持分法会計
21 包括利益の表⽰
22 関連当事者の開⽰
23 外貨換算会計
24 ストックオプション
25 固定資産の減損
26 棚卸資産の期末評価
27 ⼯事契約

基準の必要性
⼯事契約に関する会計処理
⼯事損失引当⾦
注記事項

28 退職給付会計
29 資産除去債務
30 税効果会計
31 企業結合
32 事業分離等
33 キャッシュフロー計算書
34 四半期財務諸表
35 セグメント情報
36 1株当たり当期純利益
37 収益認識

☆☆☆★★★⼯事契約に係る収益認識基準2つ
⼯事進⾏基準 ②P219 ⼯事進捗度に応じて(完成引渡ししてなくても)収益と原価を認識
⼯事完成基準 ②P219 完成引渡し時点で収益と原価を認識

☆☆★★★⼯事進捗部分に成果の確実性が認められるために、信頼性をもって⾒積もることを要する要素3つ
⼯事収益総額 ②P219 完成⾒込みが確実 + 対価の定め
⼯事原価総額 ②P219 適時・適切に⾒積りの⾒直しを要する
決算⽇における⼯事進捗度 ②P219 ⾒積法が原価⽐例法なら、⼯事原価総額の⾒積りに信頼性があれば、通常OK。
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2021年⽬標 財務理論_上級 退給_全体像

退職給付会計基準 全体像

総論：退職給付の分類☆☆★★②P226 基準の必要性☆★★②P227
確定拠出制度☆☆★②P239
複数事業主制度☆☆②P239

確定給付制度②P229→以下の図は全て確定給付制度に関する説明！

期待運⽤収益を営業損益とする理由②P235

勤務費⽤や利息費⽤を
⼩→→→→→債務額・予測の範囲→→→→→⼤ 営業損益とする理由

②P235

退職給付引当⾦(個別)
退職給付に係る負債(連結)

年⾦資産
☆☆★★★
②P233 退職給付債務

☆☆☆★★★
②P230〜

別途配布の設例は、この過程を具体的にイメージするためのもの

差異
☆☆☆★★★
②P235〜

数理計算上の差異 ②P235

過去勤務費⽤ ②P237

費⽤処理②P237 発⽣時全部費⽤処理/⼀定期間にわたり⼀部ずつ費⽤処理

未認識部分の処理
B/S上は全額計上させたい！
その理由 ②P238

利息費⽤

期⾸
退職
給付
債務

期末
退職
給付
債務

うち
期末
までに
発⽣

退職
給付
⾒込額

当期
発⽣

勤務費⽤ 前期
以前
発⽣

期⾸
年⾦
資産

期末
年⾦
資産

期待運⽤
収益

確定給付債務/累積給付債務/予測給付債務 ②P230

差引額をB/S計上
純額計上の理由
②P234

＜差異の取扱いの⽅法2つ＞
回廊アプローチ/重要性基準
②P235

期間定額基準 / 給付算定式基準
(論点の場⾯に注意)

②P232
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